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フルセット型の交通モードの整備は豊かさの享受や街の魅力を高めるための必須条件であ

った。しかし、人口減少社会を迎えた今日では、その整備、維持管理は困難になりつつあり、

将来にわたり何を残していくか、どの程度の整備で満足するかの選択が迫られるものと考え

られる。このような考えの下、存廃を含めて公共交通機関の維持水準を検討するためには、

公共交通機関の存在を定量評価する手法の構築が不可欠であると考える。一方で、このよう

な検討の際は、まず素早く概算値を把握することが肝要と考えられることから、本論ではイ

ンターネット等で得られる情報等から公共交通機関の概算価値評価を試みた。
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1. はじめに
フルセット型の社会資本整備は終焉を迎えつ

つある。

もとより、多様な地域を抱える本県では、都市

部では道路容量不足による慢性的な渋滞が生じ、

都市近郊部ではいわゆる「シャッター商店街」に

代表される中心市街地の衰退が際立っており、地

方部においては移動手段を自動車に頼らざるを

得ない状況にある等、道路整備、まちづくり等社

会資本整備に対する期待は極めて高い。

しかしながら、本格的な成熟社会、人口減少社

会が現実のものとなっており、高度成長経済が過

去のものとなった今日においては、社会資本の整

備、維持管理においても何を優先し、何を重んじ

るか、何を将来にわたり残していくか、そしてど

の程度の整備で満足するかの選択が迫られるも

のと考えられる。

交通分野に限定すると、右肩上がりの人口構造、

経済状況の下ではフルセット型の交通モードは

豊かさを享受するため、或いは街の魅力を高める

ための必須要件であったが、今日では如何に利便

性を保持するかが喫緊の課題になりつつある。

また、交通機関の維持確保は、まちづくりにお

いても大きな影響を与えることとなるが、事業者

任せではなく、行政として交通機関の価値を評価

する手法の構築が不可欠であると考える。

このような考え方の下、本論は日本一の経常損

失を抱える北近畿タンゴ鉄道（以下、「ＫＴＲ」

という）を例とし、利用者の時間評価値や鉄道駅

が廃止された場合の地価の動向に着目すること

により、公共交通機関が地域に及ぼしている外部

経済効果を金銭換算する試みについて報告する

ものである。

2. ＫＴＲの概要
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(1) 会社概要

・兵庫北部と京都北部を繋ぐ

(宮津線；豊岡～西舞鶴、宮福線；宮津～福知山)

地域づくり・コミュニケーション部門：No.22

1



・ 1990 年に第三セクター方式で運行開始

・ 旅客は 1993 年をピーク(303 万人)に減少傾向で

あったが、2007 年からは概ね増加傾向(2010 年は

203 万人)

・ 乗客のうち、定期利用者が半数(うち、通学が約

85％)

・ 経年的に経常損失を計上（2010 年：670 百万）

(2) 現状

・ 安全性向上に資する施設整備に対する国庫協調

補助として沿線自治体が補助。兵庫県は毎年２百

万円弱を補助（2010 年：1,939 千円）

・ 加えて、ＫＴＲの経常損失を沿線自治体が補填

・ 兵庫県は損失補填には応じず、国庫補助以外の安

全性向上に資する施設整備に対して支援を実施

（10,000 千円）

・ 兵庫県、京都府の北部地域の公共交通のあり方を

議論する検討会を実施（事務局：京都府）

(3) ＫＴＲに対する兵庫県の方針

ＫＴＲは、兵庫県北部地域の生活利便性を高め

るとともに、山陰海岸ジオパークに代表される観

光資源へのアクセスともなることから維持する

ことを基本とする。

一方、兵庫県では同鉄道に対して開業 10 年間

については損失補填を含む支援を実施した。しか

し、安全性確保のための施設整備に関する支援を

除き、開業 11 年目以降は損失補填に対する支援

は行わないこととしている。

(4) 問題点

ＫＴＲとしては、沿線人口の減少に伴い収益減

少が予測される中で施設の老朽化が進み、維持管

理費増大による経常損失増加が懸念される。

また、行政としては今後ＫＴＲの経営が一層厳

しくなることが予測される中、ＫＴＲのあり方を

見極め、支援に対する考え方を整理しておくこと

が必要となる。

3. 北近畿タンゴ鉄道の外部経済効果の計測

表-1 鉄道運行に伴う便益項目 3)

地域イメージアップ効果
地域連携効果

③ 供給者便益 当該事業者便益

効果項目

①

②

大項目

鉄道利用者
便益

存在
効果

道路交通渋滞緩和効果
道路交通事故削減効果
環境改善効果

地域社会
便益

総所要時間短縮効果
費用節減効果

(1) 計測を試みる理由と項目

本県が安全性確保のためにＫＴＲに支援して

いる内容を評価し、支援に対する考え方を整理す

るためには、ＫＴＲの存在が兵庫県北部地域にど

のような効果をもたらしているかを定量的に把

握する手法を確立する必要があると考えられる。

ここで、鉄道運行に伴う便益は表-1 に示すとお

り大別できる※1。このうち、外部経済に与える効

果は①及び②の便益であり、この２つの便益を計

測の対象と考える。

(2) 鉄道利用者便益

表-2 所要時間比較（豊岡～久美浜）

移動手段 所要時間 備 考

KTR 14分 全列車の平均

自家用車 20分

所要時間の短縮効果は豊岡駅から久美浜駅ま

でをＫＴＲと自家用車で移動した場合に必要と

なる時間差として整理する。

各交通機関の所要時間は表-2 のとおりである。

ＫＴＲによる移動時間は、時刻表により当該区間

を運行する全列車の平均として算出した。自家用

車による移動はインターネットの移動検索サー

ビスを用いて算出した。この各移動時間と 2010

年の豊岡駅 1日平均乗車人数（172 人/日）※2及び

時間評価値（36.2 円/分）4)※3 を用いて次のとお

り算出する。

＜時間短縮効果（豊岡駅～久美浜駅間）＞

＝1 日平均乗車人数×2(往復)×移動時間差(車
-ＫＴＲ)×時間評価値×365（日） 

＝172〔人/日〕×2×(20-14)〔分〕×36.2〔円/分/
人〕×365〔日〕≒27 百万円 … (A)

豊岡駅～久美浜駅間のうち、兵庫県域の距離は

約2/3であることから兵庫県域の移動に関する便

益は(A)の 2/3 に相当し、評価すべき値は次のと

おりとなる。

＜兵庫県域の時間短縮効果＞

＝ （Ａ）× 2/3 ＝ 18 百万円

(3) 地域社会便益

a) 地域社会便益計測の前提

鉄道事業の費用便益分析をする際、表-1 に示し

た鉄道利用者便益が計測すべき効果とされてい

る一方で、地域社会便益に含まれる項目は計測が

望ましい効果とされている 3)。また、地域社会便

益に含まれる項目は、概ね鉄道プロジェクトの評

価手法マニュアル 2005 に定量評価の手法が示さ

れていることから本論では検討対象外とする。反

面、地域社会便益のうち定量的な評価が困難な鉄

道の存在効果について、次の仮説・手法によって

地域社会便益の計測を試みるものとした。
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①キャピタリゼーション仮説：

消費者の行動を通じて投資の便益が全て地

価上昇に反映されるとする。

②ヘドニック法：

キャピタリゼーション仮説に着目した評価

手法。住宅価格や地価データから地価関数を

推定し、事業実施に伴う地価上昇を推計するこ

とで社会資本整備によるサービスの便益効果

を評価しようとするもの。

これにより、地域社会便益に含まれる存在効果

は豊岡駅周辺の地価変動を計測することにより

評価できることとなる。

b) 地価への影響推定

○鉄道廃線の影響推定

三木市
地価変動

小野市
地価変動

・県内直近の廃止事例
・ＫＴＲ（豊岡）と類似

・沿線地価の変動要因
①景気動向
②廃線

・三木鉄道廃線（2008 年 4 月）

・沿線地価の変動要因
①景気動向

変動傾向類似
の 2 市を比較

廃線による地価への影響抽出

図-3 鉄道廃線の地価への影響算出イメージ

鉄道運行が廃止された場合の地価への影響を

推定するために兵庫県内で直近に運行廃止され

た三木鉄道の事例を用いた。三木鉄道はＪＲ加古

川線厄神駅（加古川市上荘町）から三木駅（三木

市福井）を結んでいた鉄道であり、2008 年 4 月に

廃線となっている。利用の多いＪＲ線から分岐し

ているという状況が豊岡駅におけるＫＴＲの状

況と似通っていることから、ＫＴＲ運行廃止の場

合も三木鉄道と類似した影響が地価に現れるも

のと考えられる。

一方、一般に地価は毎年変動している。三木鉄

道周辺の地価は全国的な景気動向等と廃線の複

数の影響を受けていると考えられ、全体的変動傾

向から廃線の影響のみを評価する必要がある。

このため、次の理由から小野市の地価変動と比

較することで三木鉄道沿線の地価変動から廃線

の影響のみを抽出することを試みた（図-3 参照）。

①三木鉄道沿線と状況が似ている（北播磨地域、

加古川線沿、他の鉄道なし）

→三木鉄道沿線と景気動向等による地価変動

が類似していると考えられる

②三木鉄道廃線の影響が及ばない（隣市）

c) 三木鉄道沿線(三木市)と小野市の地価変動比較

三木鉄道沿線と小野市の地価変動状況を図-4

に示す。地価変動は地価公示価格（毎年 1月発表）

を用い、三木市・小野市及びＫＴＲ豊岡駅周辺で

共通して調査されているものとして住宅地を選

んだ。また、厄神駅周辺は市街化調整区域であり、

豊岡駅周辺(市街化区域)とは変動傾向が異なる

と考えられるため比較対照外とした。

図-4 によれば廃線前の 2006～2008 年の間は三

木市と小野市の地価は類似した変動傾向を示し

ていることがわかる。しかし、三木鉄道廃線の

2009 年以降は小野市の地価変動に対して三木市

の地価は下落傾向が大きく、両市の地価の差は拡

大傾向にある。この拡大傾向が廃線の影響として

現れていると考えた。

2009 年から 2011 年までの小野市、三木市地価

の対前年下落額を比較すると、廃線後の下落額の

差分平均は 183 円/m2 であり、三木市の平均地価

44,850 円/m2に対して 0.4％となる。
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図-4 三木鉄道沿線と小野市の地価変動（住宅地）

d) ＫＴＲの存在効果

以上の結果から、ＫＴＲが豊岡市に与える存在

効果は周辺土地価格の 0.4％としてその値を計測

する。ここで、鉄道廃線に伴う地価の低下は、当

該駅の駅勢圏にのみ発生し、かつ山地、農地には

影響しないと仮定する。豊岡駅の駅勢圏は中心市

街地の分布状況、及び国道に囲まれている区域で

あることを考慮して 1.5km とした。

この結果、豊岡駅周辺の 2011 年住宅地地価平

均 72,450 円/m2と住宅地面積約 4,100 千 m2（図-5

参照）からＫＴＲの存在効果は次のとおりとなる。

＜KTR の存在効果＞

＝72,450〔円/m2〕×4,１00〔千 m2〕×0.4〔％〕
≒1,188 百万円
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図-5 豊岡駅勢圏（1.5km）内の住宅地分布状況

(4) ＫＴＲの経済効果の評価と支援の比較

県は国庫協調補助の他に、安全性向上対策助成

として毎年10,000千円をＫＴＲに支援している。

これはＫＴＲの兵庫県域をバスで代替輸送した

際に必要となる補助額を上限に支援しているも

のであるが、経済効果とも比較し、その妥当性を

確認する。

本論で算出した経済効果のうち、「①鉄道利用

者便益(18 百万円)」は毎年発生する便益であり、

「②地域社会便益」のうち存在効果分(1,188 百万

円)は鉄道が廃止された場合に周辺の地価下落分

として現れる潜在的な便益であるといえる。この

ことから、ＫＴＲの外部経済効果と支援の関係は

次のように説明できると考えられる。

・年間支援額が①の範囲内の場合 … 利用者便

益の方が大きいため、支援額は妥当

・年間支援額が①以上の場合 … 一定期間内(30

年程度等)に年間支援額と①の差分の累積額

が存在効果を超える場合は利用者及び地域が

受ける便益以上の費用を要していることとな

るため、支援は過大

4. 今後の取組み
本論ではＫＴＲの存在効果について三木市に

おける三木鉄道廃線による地価の低下率と豊岡

市におけるＫＴＲ廃線による地価の低下率が等

しいとして便益を算出した。しかし、例えば鉄道

以外の公共交通機関の有無等、当該鉄道への依存

度の高低により地価への影響が異なることも考

えられる。今後は本論で用いた指標や算出法につ

いて種々の検証を加え、精度を高めていくことが

必要となる。

また、利用者や周辺地域に限らず、鉄道がある

ことにより山陰ジオパーク等の遠隔地において

も経済効果が及んでいることも考えられる。精度

を高めるために、他の機関も含めた経済効果の評

価についても検討する必要があると考えられる。

5. おわりに
鉄道の存在効果を把握するにはＣＶＭ(仮想市

場法)によるアンケートによる方法も考えられる

が、調査に費用と時間を要することが予想される。

鉄道の維持確保を検討する場合、行政としてまず

大方針を定めるための検討をするには概算でも

効果の程度を把握することが肝要と考えられる。

本論では、交通事業者から入手できる情報から

利用者便益を定量評価するとともに定量評価が

困難な鉄道の存在効果の試算についても特別な

調査を行っていない。インターネット等で入手可

能な情報から実際に鉄道が廃止された三木市と

その近隣の小野市の地価変動を比較することで

廃線の影響を試算しており、同様の手法で他の鉄

道についても外部経済効果の計測が可能と考え

られる。

今後、存廃を含めて交通機関の維持水準を検討

していく場合には、広く関係者を含めて議論を重

ねていくこととなると考えられる。精度を高める

課題は残すものの、本論で試みた手法によれば簡

易な手法で議論の際に貴重な情報となる当該交

通機関の外部経済効果の計測が可能となる。さら

に本論で対象外とした地域社会便益内の項目の

定量評価も加えて鉄道事業便益を整理すれば関

係者間における検討に資することができるもの

と考える。
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7. 付録
※1 「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル

2005」より。①～③の便益は重複しないと

されている。

※2 北近畿タンゴ鉄道(株)調べ

※3 2010 年毎月勤労統計調査(全国調査)より。

節約される時間を所得機会に充当させた場

合に獲得される所得の増分として評価。（常

用労働者の現金給与総額）／（平均月間総実

労働時間）により算出。

8. 参考文献
1) 北近畿タンゴ鉄道株式会社 HP

2) 第三セクター鉄道等の概要(資料編)

(第三セクター鉄道等協議会)

3) 鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル

2005(国土交通省鉄道局)

4) 毎月勤労統計調査(厚生労働省)
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